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  ※※※ 編集長ご挨拶 ※※※ 

┗━━━━━━━━━━━━━━━━━┛ 

このメルマガは、当機構が実施している宅地建物取引士資格試験に合格した方々と事業者 

（宅地建物取引業者・住宅管理会社）を対象として、希望者に無料でお送りする情報サー 

ビスです。（当機構が実施する以前の試験に合格した方も対象です。） 

現在、宅建業に従事している方には実務に役立つ情報を提供するとともに、他の方々にも 

参考にしていただける情報を提供することを編集方針としています。 

なお、メルマガ会員の皆さんの個人情報は法令及び当機構のプライバシーポリシーに従い 

適正に取り扱うこととしております。 

 

┏━━━━━━━━━━━━━━━━━┓ 

  ※※※  目 次  ※※※ 

┗━━━━━━━━━━━━━━━━━┛ 

 

◆ 今月の視点     ・・・都市再生特別措置法等の一部を改正する法律の概要 

◆ 当機構からのお知らせ・・・令和８年度宅地建物取引士資格試験 受付状況【速報値】 

◆ 行政の動き     ・・・「土地の取得・利用等の在り方に関する有識者会議」提言 

◆ 最近の裁判例から  ・・・法定更新時の更新料 

◆ マーケットの動き  ・・・国土交通月例経済ほか 

◆ ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ  ・・・各種団体のセミナー・研修等 

 

                  

◆◇◆ 今月の視点 ◆◇◆ 
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★☆《都市再生特別措置法等の一部を改正する法律の概要》★☆  

 

 RETIO のメールマガジンをご覧いただいている皆様、こんにちは。 

 令和 8年 3月、都市再生特別措置法等の一部を改正する法律案(以下「法改正」という)が 

国会に提出され、5月に可決・成立し、同月 27日に公布されました。 

本稿では、この法改正の概要を紹介します。 

 

(背景・必要性) 

地方部を中心に人口減少が進む中、仕事やまちなかの魅力の不足による若者の地方離れ 

の深刻化などにより、地方都市等の生活サービス機能の維持は一層困難になっています。 

また、災害に強い地域づくり、市街地整備事業における所有者不明土地対策などの課題も存 

在します。 

国土交通省は、今般の法改正により、地域の稼ぐ力の強化や、まちの魅力磨き上げを通じ、 

地域に民間投資を呼び込み、個性ある都市空間を実現する「令和の都市(まち)リノベーショ 

ン」を進めることとしています。 

 

(法改正の概要) 

１．都市機能の更なる集積・連携による地域の活性化 

①まちなかでの業務施設等の立地促進【都市再生特別措置法、都市計画法、建築基準法、 

広域的地域活性化のための基盤整備に関する法律（広活法）】 

立地適正化計画に特定業務施設等（オフィス、インキュベーション施設、集客施設等） 

の誘導を位置づけ、用途・容積率の緩和制度の創設や施設整備への金融支援を実施しま

す。 

②広域連携による都市圏での高次都市機能等の確保【都市再生特別措置法】 

都道府県に、立地適正化計画に関する市町村間の調整権限を付与します。 

③都市機能の集積や更新等を担う都市開発事業の推進【都市再開発法、土地区画整理法、

都市再生特別措置法】 

特定業務施設等誘導地区での市街地再開発事業の施行等を可能とするとともに、施行 

者による所有者不明土地管理人の選任請求の明確化等により、市街地整備事業の円滑 

な施行を確保します。 

民間都市再生事業計画の大臣認定の申請期限を令和 14年３月 31日まで延長します。 

 

２．地域の歴史・文化や景観・環境に根ざすまちづくりの推進 

①地域の大切な資産のリノベーションや活用等の促進【都市再生特別措置法】 

都市再生整備計画に、地域固有の魅力の維持向上を図る区域を位置づけ、地域の核と 

なる建築物をリノベーション・活用するための制度等を創設します。 
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②地域の個性を引き継ぐ歴史まちづくりの拡充【歴史まちづくり法】 

歴史まちづくり計画の作成に必要な文化財を、市町村の指定文化財等にも拡大します。 

③良好な景観形成に向けた取組の充実【景観法】 

所有者との協定に基づく建造物改修・活用等により良好な景観再生を図る制度を創設

します。 

都道府県に、広域景観基本方針の策定や、景観計画に関する市町村間の調整権限を付与

します。 

 

３．官民連携による適切なマネジメントを通じた地域の付加価値の維持・向上 

①民間事業者等の公共貢献を活かしたまちづくりの促進【都市再生特別措置法】 

民間の公共貢献のインセンティブの確保と合わせた公共公益施設の整備・管理に関す 

る協定制度を創設します。 

②適切かつ持続的なエリアマネジメント活動の確保【都市再生特別措置法、都市開発資金

法】 

エリアマネジメント活動に関する計画制度を創設し、計画に基づく業務に対する無利 

子貸付けや活動拠点となる施設整備への金融支援、道路・公園の利活用の円滑化等を実 

施します。 

 

４．都市の安全確保 

①より安全な市街地への居住の誘導【都市再生特別措置法】 

立地適正化計画について、居住誘導区域から災害危険区域を全て除外します。 

②災害時における居住者、来街者の安全確保【都市再生特別措置法】 

立地適正化計画の防災指針に、業務施設等の利用者の安全確保を位置付けます。 

防災指針に位置付けた防災施設（備蓄倉庫等）の維持管理に関する協定制度を創設しま

す。 

 

 なお、国土交通省では、昨年度から、各自治体がコンパクト・プラス・ネットワークの自 

らの政策効果を的確に把握し施策に反映できるよう、まちづくりの客観的なデータ等の提 

供や分析を自治体に対して行う「まちづくりの健康診断」を実施しています。また、地方整 

備局等の職員が直接自治体を訪問し、客観的なデータ等を用いた技術的サポートを行う「令 

和の都市（まち）リノベーション全国推進運動」にも取組を始めました。今回創設された支 

援制度も含め政策ツールを総動員して、国土交通省の持つ現場力を活かし、地域の取組をし 

っかりと後押ししていくこととしています。 

 

以上、法改正の概要をご紹介させていただきました。詳細は下記の資料をご参照ください。 

 https://www.mlit.go.jp/policy/content/001986080.pdf 

https://www.mlit.go.jp/policy/content/001986080.pdf
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また、RETIO.No.142 2026-夏号に、特集「令和の都市(まち)イノベーションに向けて」と 

して関連記事を掲載していますので、こちらも是非ご覧ください。 

 

当機構では、このメールマガジンを通じて、今後とも不動産取引をはじめとした不動産に 

関する情報発信を続けてまいりますのでよろしくお願いいたします。 

 

                   

◆◇◆ 当機構からのお知らせ ◆◇◆ 

                   

 

★☆《令和８年度宅地建物取引士資格試験 受付状況【速報値】》☆★ 

令和８年度宅地建物取引士資格試験の受付状況を当機構ホームページで公表しました。 

 →当機構ホームページ 

 

★☆《新刊出版物のご案内》☆★ 

機関紙ＲＥＴＩＯ 142 号（2026年夏号）好評発売中！ 

 →ＲＥＴＩＯ購入お申込みはこちら 

 

                   

◆◇◆ 行政の動き ◆◇◆ 

                   

 

★☆《「土地の取得・利用等の在り方に関する有識者会議」提言》☆★ 

国土交通省が令和８年３月に設置した「土地の取得・利用等の在り方に関する有識者会議」 

では、計５回にわたり、土地の取得やその利用等に関して現在生じている課題について、制 

度の整備・見直しを含めた必要な対応策が検討されてきました。この度、有識者会議の提言 

が公表されました。(８月７日公表) 

[提言のポイント] 

・各地域で不適切な土地利用が生じている実態があるが、問題が起こって深刻化してから 

では遅い。また、土地利用関連法の射程から外れる「法規制の“隙間”」で問題が起こっ 

た場合には、特に対処が困難となる。 

・土地利用に関する一般法であり、かつ、早期の情報把握機能を有する国土利用計画法の 

特色を生かしつつ、様々な土地利用の課題に対応できるよう、土地利用の継続的なモニタ 

リングや、不適切な土地利用に対する取引段階・利用段階を通じた指導監督を可能にする 

など、制度を見直すべき。 

→国土交通省ホームページ 

https://www.retio.or.jp/wp-content/uploads/2026/08/%EF%BC%B2%EF%BC%98%E7%94%B3%E8%BE%BC%E8%80%85%E6%95%B0%E9%80%9F%E5%A0%B1%E5%80%A4.pdf
https://www.retio.or.jp/retio/
https://www.mlit.go.jp/report/press/tochi_fudousan_kensetsugyo02_hh_000001_00119.html
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★☆《不動産特定共同事業法施行規則の一部改正》☆★ 

国土交通省は令和８年８月 21 日、「不動産特定共同事業法施行規則の一部を改正する命令」 

を公布・施行しました。令和７年８月の「一般投資家の参加拡大を踏まえた不動産特定共同 

事業のあり方についての中間整理」を踏まえ、一般投資家がよりわかりやすく安心して投資 

できる市場整備を図るものです。あわせて「不動産特定共同事業の監督に当たっての留意事 

項について」及び「電子取引業務ガイドライン」も改正されました。 

 

[改正のポイント] 

・契約成立前の説明事項を追加：利回り表示時の根拠（予想である旨・算定根拠等）、対象 

不動産の価格を妥当と判断する根拠、利害関係人取引の場合の取引額の妥当性、水害ハザ 

ードマップ該当情報、工事完了前案件の許認可・資金計画等 

・財産管理報告書の記載事項を充実：支出金額・使途、工事の進捗・完了時期、今後の資金 

計画等 

・電子取引業務事業者の HP等掲載事項を充実：利害関係人取引、工事関係、収益分配関係 

の情報 

・事業参加者保護に支障を生じるおそれがある状況として、鑑定評価相当額での売却措置を 

講じていない状況等を追加 

・許可申請書等の提出部数を４部から１部に変更 

 

[施行・経過措置] 

公布・施行：令和８年８月 21日 

・提出部数の変更→10月 1日から適用 

・事業参加者保護関係の規定→令和８年 12月 1日以後締結の契約から適用 

・説明事項・財産管理報告書・HP 等掲載事項の充実→既存許可業者は令和８年 11月 30日ま 

で従前の例による 

 

→国土交通省ホームページ 

 

                   

◆◇◆ 最近の裁判例から ◆◇◆ 

                   

 

【法定更新時の更新料】 

法定更新時の更新料支払義務が一義的かつ具体的に定められていないとして貸主による更 

新料請求を棄却した事例（東京地判  令 6･2･16 2024WLJPCA02168010） 

https://www.mlit.go.jp/report/press/tochi_fudousan_kensetsugyo05_hh_000001_00270.html
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１ 事案の概要 

 Ｘ（貸主・原告）は、Ｙ（借主・被告）との間で、平成 26年１月、賃料１か月 80万円（別 

途消費税）で賃貸借契約を締結し、事業用ビルの一室をダンススタジオとして貸し渡した。 

 本件賃貸借契約書には以下の趣旨の条項が設けられた。 

 

第４条（賃貸借の期間と更新） 

 賃貸借期間は、平成 26年１月 27日から平成 29年１月 26日までの満３カ年とする。た 

だし、期間満了前迄に貸主借主合議の上、更新手続きを経て更新することができる。その場 

合借主は期日前に、貸主又は仲介不動産業者にその更新の意思を申し出る事とし、更新に関 

する条件を承諾履行する事により更新できる事とする。 

２ 賃貸借期間満了後、この契約を更新するときは、借主は貸主に対して新賃料１ヶ月分 

（別途消費税）を更新料として貸主に支払うものとする。 

 

 当該賃貸借期間満了にあたり、ＸとＹは賃貸借期間を３年間として本件賃貸借契約を合 

意更新し、ＹはＸに更新料として 86万 4000円（税込）を支払った。 

 次回賃貸借期間満了日（令和２年１月 26日）の１年前から６か月前までの間に、ＸがＹ 

に対して本件賃貸借契約の更新を拒絶する旨の通知などをせず、合意更新もしなかったた 

め、本件賃貸借契約は令和２年１月 27日に法定更新（本件更新）された（借地借家法 26条 

1項）。 

 ＸとＹは、令和２年 10月当時、本件賃貸借契約の賃料増額について協議を重ねていたが、 

その中で、Ｙの代理人弁護士は、Ｘに対し、本件賃貸借契約の賃料額に係るＹの提案内容を 

記載した書面の末尾に、「本年１月の更新における更新料は、恐縮ながら家賃支援給付金を 

受給し次第、お支払いさせていただきたく存じております。」という記載をしていた。 

 しかし、最終的にＹ本人が本件更新に係る更新料の支払いを拒否したため、Ｘが本件訴訟 

を提起した。 

 

２ 判決の要旨 

 裁判所は、次のように判示して、Ｘによる更新料支払請求を棄却した。 

 賃貸借契約における更新料は、民法などの法律によって賃借人に当然に発生する債務で 

はなく、更新料の特約を合意することによって賃借人に発生する債務であるから、賃貸人と 

賃借人が賃貸借契約書の更新料条項に基づいて更新料の合意をしたというためには、その 

債務の明確性の観点から、当該更新料条項が一義的かつ具体的に定められている必要があ 

るというべきである。 

 本件賃貸借契約書４条は、その１項において、賃貸借期間を定めるとともに、ＸとＹが、 

合議をした上で、更新に関する条件を承諾履行することによって、本件賃貸借契約を更新す 
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ることができると定めることにより、当事者間の合意によって本件賃貸借契約を更新（合意 

更新）することができることを明らかにした上で、その２項において、本件賃貸借契約が更 

新される場合には、賃借人は、賃貸人に対して、新賃料１ヶ月分の更新料を支払わなければ 

ならない旨規定しているところ、本件賃貸借契約書の条項の中には、本件賃貸借契約書４条 

１項の「更新」と同条２項の「更新」の意義が異なることを定める規定は存在しない。 

 そうすると、この本件賃貸借契約書４条２項は、その条項の位置関係及びその条項の文言 

からして、直前に規定されている同条１項の合意更新を前提とした規定であると解するの 

が自然であるから、同条２項が明示的にその適用場面を同条１項の更新に限定していない 

ことを考慮しても、同条２項は同条１項の更新（合意更新）の場合の更新料を定めた規定で 

あると解するのが自然である。 

 したがって、同条２項は、少なくとも、法定更新の場合にも更新料が発生するということ 

を一義的かつ具体的に定めた規定であるとはいえないから、ＸとＹが、同条２項によって、 

法定更新の場合にも更新料が発生することを合意したとは認められない。 

 この点について、Ｘは、Ｙが、法定更新がされた後の令和２年 10月に、更新料を支払う 

旨の記載をした本件書面をＸに送信していることに照らすと、ＸとＹの間では、法定更新の 

場合であっても本件賃貸借契約書４条２項に基づく更新料の支払義務が発生することが共 

通認識となっていたと主張する。しかし、確かにＹ代理人弁護士がＸに対し、令和２年１月 

の更新に係る更新料を支払う旨記載した本件書面を送信しているものの、Ｙがその後に法 

定更新された場合の更新料の支払義務を争うようになっていることなどに照らすと、Ｙが 

本件書面送信時において法定更新の場合であっても更新料の支払義務を負うとの認識を有 

していたとまでは認められない。 

 以上からすると、本件賃貸借契約書４条２項は、合意更新の際の更新料を定めた規定と解 

するのが自然であり、法定更新の場合にも更新料が発生することを一義的かつ具体的に定 

めた規定とはいえない上、本件書面の記載によってＸとＹの間に法定更新の場合であって 

も更新料の支払義務が発生するという共通認識が形成されていたと認めることもできない 

から、ＸとＹの間に、法定更新の場合であってもＹに更新料の支払義務が発生する旨の合意 

があったとは認められない。 

 

３ まとめ 

 本事例で裁判所は、賃貸借契約の更新料は法律上当然に認められる借主の支払義務では 

なく、契約（特約）に基づく金銭債務であることから、貸主と借主の合意の下、当該更新料 

条項が一義的かつ具体的に定められている必要があると判示しました。 

 媒介業者が賃貸借当事者に賃貸借契約書の書式を提供するケースも多いと思われますが、 

その更新料条項の表記方法によっては本件のような紛争事例に発展し得るため、必要に応 

じて弁護士に確認しておくべきでしょう。 
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◆◇◆ マーケットの動き ◆◇◆ 

                   

 

★☆《国土交通省》★☆ 

国土交通月例経済（令和８年８月号）（８月 27日公表） 

 

★☆《不動産流通推進センター》☆★ 

指定流通機構（レインズ）の物件動向７月分（８月 12日公表） 

指定流通機構（レインズ）の活用状況７月分（８月 20日公表） 

 

★☆《日本不動産研究所》★☆ 

不動研住宅価格指数６月値（８月 26日公表） 

 

★☆《土地総合研究所》★☆ 

今月の不動産経済（2026年８月号）（８月６日公表） 
 

★☆《不動産経済研究所》★☆ 

首都圏新築分譲マンション市場動向 2026年７月度（８月 20日公表） 

近畿圏新築分譲マンション市場動向 2026年７月度（８月 20日公表） 

2026年上半期及び 2025 年の首都圏投資用マンション市場動向（８月５日公表） 

首都圏マンション 戸当たり価格と専有面積の中央値の推移 2026 年上半期（８月 13

日公表） 

                   

◆◇◆ ＮＥＸＴ ＳＴＥＰ ◆◇◆ 

                   

 

以下の団体によるセミナー等が各ＨＰに掲載されておりますのでご参照ください。 

 

★☆《不動産流通推進センター》☆★  

不動産取引 DX 支援ツール「物件調査編」利用料無料キャンペーン中！ 

「令和 8年度不動産コンサルティング技能試験」9/16 まで申込受付中 

受験対策講座「不動産コンサルティング入門研修」9/30まで申込受付中 

第 14 回不動産流通実務検定“スコア”9/17より申込受付開始 

月刊「不動産コンサルティングプラス」毎月 1日発刊 

 

https://www.mlit.go.jp/report/press/joho03_hh_000238.html
https://www.retpc.jp/wp-content/uploads/reins/bukken/bukken2607.pdf
https://www.retpc.jp/wp-content/uploads/reins/katsuyo/katsuyo2607.pdf
https://www.reinet.or.jp/?p=39324
https://www.lij.jp/pub_f/monthly_data/2026_08.pdf
https://www.fudousankeizai.co.jp/share/mansion/685/hyke9Ya1.pdf
https://www.fudousankeizai.co.jp/share/mansion/684/hyke9Ya2.pdf
https://www.fudousankeizai.co.jp/share/mansion/682/mdn20260805.pdf
https://www.fudousankeizai.co.jp/share/mansion/683/mdn20260813.pdf
https://www.fudousankeizai.co.jp/share/mansion/683/mdn20260813.pdf
https://www.retpc.jp/dx/research/
https://www.retpc.jp/rcm/exam/
https://consul-e.retpc.jp/
https://consul-e.retpc.jp/
https://www.retpc.jp/score-kentei/
https://www.retpc.jp/score-kentei/
https://www.retpc.jp/hon/consulting-plus/
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＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

発行 一般財団法人不動産適正取引推進機構 

TEL   03-3435-8111 

FAＸ   03-3435-7576 

https://www.retio.or.jp 

※このメールマガジンの掲載内容は転載フリーです。 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

 

☆ 送信元のメールアドレスは送信専用ですので、このメールへの返信によるご質問、 

お問い合わせにはお答えできませんので、ご了承ください。 

☆ メール配信を停止したい場合や登録情報を変更する場合は、 

  宅建試験合格者の方は こちら %url/https:ath:mailmagazine% 

事業者の方は こちら %url/https:ath:G_mailmagazine% 

  にてお手続き下さい。 

 

https://www.retio.or.jp/

